
歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 北海道 浜頓別町

経常収支比率の分析
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浜頓別町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
［公債費］
社会資本整備に積極的に取り組んだことにより平成１８年度から平成１９年度において公債費負担がピークを
迎えており、類似団体平均を大きく上回る数値となっている。今後は町債発行の計画的な抑制を図り公債費負
担の適正化を図る。

［補助費等］
一部事務組合（南宗谷衛生施設組合）の公債費に係る交付税算定において本町に一括算入されているため、
それにかかる特別負担金が多額となっているため、類似団体平均を上回る数値となっている。

［その他］
下水道事業、簡易水道事業にかかる公営企業債の公債費負担が増加し、それらに対する繰出金が多額となっ
ているため、類似団体を上回る数値となっている。今後も公営企業における資本費は当面高く推移するが経常
経費の節減など健全経営に努める。


